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別記様式（第４条関係） 

会    議    録 

会 議 の 名 称 平成２７年１月１９日 政策調整会議  

開 催 日 時 

午前９時１６分から  

平成２７年１月１９日（月） 

午前１１時１分まで  

開 催 場 所 市長公室 

出 席 者 

田中副市長、重岡危機管理監、小林総務部長、佐藤市民環境部長、三

田福祉部長、薮塚健康づくり部長、柳原都市建設部長、細沼会計管理

者、田中水道部長、田中議会総務課長（内田議会事務局長代理）、谷井

学校教育部長、渡辺学校教育部次長兼教育総務課長（谷井学校教育部

長代理）、島村生涯学習部長、内田監査委員事務局長 

（担当課１） 

金子教育指導課長、滝田同課長補佐、三木同課指導主事 

（担当課２） 

猪股福祉部次長兼こども未来課長 

（担当課３） 

村山財産管理課長、宇野同課主幹兼課長補佐、木田同課財産管理係長 

（担当課４） 

堤田長寿はつらつ課長、二河同課専門員兼高齢者支援係長、藤原同課

介護保険係長 

（担当課５） 

塩野都市建設部次長兼まちづくり推進課長、中村同課長補佐、丸山同

課都市計画係長、同課同係石原主査 

（事務局） 

神田市長公室次長兼政策企画課長、佐藤同課主幹兼課長補佐、同課政

策企画係芦原主任 

会 議 内 容 

１朝霞市いじめ問題対策連絡協議会条例（案） 

２朝霞市いじめ問題専門委員会条例（案） 

３朝霞市いじめ問題調査委員会条例（案） 

４朝霞市公共施設等総合管理計画検討委員会条例（案） 

５朝霞市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例（案） 

６朝霞市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関す

る基準を定める条例（案） 

７朝霞市景観条例（案） 
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会 議 資 料 

・朝霞市いじめ問題対策連絡協議会条例（案）概要 

・朝霞市いじめ問題対策連絡協議会条例（案） 

・朝霞市いじめ問題専門員会条例（案）概要 

・朝霞市いじめ問題専門員会条例（案） 

・朝霞市いじめ問題調査員会条例（案）概要 

・朝霞市いじめ問題調査員会条例（案） 

・朝霞市公共施設等総合管理計画検討委員会条例（案）概要 

・朝霞市公共施設等総合管理計画検討委員会条例（案） 

・【資料】公共施設等の総合的な管理による老朽化対策等の推進 

・朝霞市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例（案）の概要 

・朝霞市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例（案） 

・朝霞市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関す

る基準を定める条例（案）の概要 

・朝霞市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関す

る基準を定める条例（案） 

・議案の概要【朝霞市景観条例】 

・朝霞市景観条例（案） 

・朝霞市景観規則（案） 

・朝霞市景観計画（骨子案） 

会 議 録 の 

 

作 成 方 針 

□電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

□電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

■要点記録 

□電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こした

場合の当該電磁的記録の保存期間 

□会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法 

 出席者の確認及び事務局の決裁 

そ の 他 の 

必 要 事 項 
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審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

【議題】 

 

１ 朝霞市いじめ問題対策連絡協議会条例（案）について 

２ 朝霞市いじめ問題専門委員会条例（案）について 

３ 朝霞市いじめ問題調査委員会条例（案）について 

 

【説明】 

（担当課１：金子） 

平成２５年９月２８日に施行された国のいじめ防止対策推進法に基づき、朝霞市いじ

め問題対策連絡協議会条例、朝霞市いじめ問題専門委員会条例、朝霞市いじめ問題調査

委員会条例の３案について、本年の３月議会に上程し、平成２７年度より施行したいと

考えている。 

まず一つ目、朝霞市いじめ問題対策連絡協議会条例についてであるが、本条例は、国

のいじめ防止対策推進法第１４条第１項の規定に基づき、関係する機関及び団体との連

携を推進し、市内の小・中学校におけるいじめ防止等を図ることを目的としているもの

である。 

所掌事務については、第３条において、いじめの防止等のために必要な事項の連絡調

整や、関係する機関および団体との連携等、４点を挙げている。本条例案では、本協議

会がいじめ防止対策推進法第１２条に規定する地方いじめ防止基本方針の策定に係る事

務も担当するため、条例により教育委員会の附属機関として設置する。 

構成委員については２０名以内とし、具体的には副市長を会長に、関係する市長部局、

教育委員会、及び外部機関として、朝霞警察署・所沢児童相談所・市内小中学校・人権

擁護委員会・朝霞市Ｐ連会からの代表を予定している。任期については、２年以内とす

る。 

本協議会の事務を担当する部局については、第９条において、協議会の庶務は、教育

委員会事務局において処理するとした。 

 なお、第１回のいじめ問題対策連絡協議会で、まずは朝霞市いじめ防止基本方針の

策定にむけ、そのプロセス等も含めて検討する。 

次に、朝霞市いじめ問題専門委員会条例について、本条例は、国のいじめ防止対策推

法第１４条代３項の規定に基づいて制定するものである。 

朝霞市いじめ問題専門委員会は、先ほどの朝霞市いじめ問題対策連絡協議会との円滑

な連携のもと、学校におけるいじめ防止等の対策を実効的に行うため、教育委員会に設

置する外部専門家等からなる附属機関である。 

それと同時に、この委員会は、学校における対策の指導や教育委員会自らの相談・通

報の受付や事案対処を行い、いじめ防止対策推進法第２８条で規定する、いわゆる重大

事態に対処し、同種の事態の発生防止に資するため、事実関係を明確にする調査も担当

する。 
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この委員会は５名以内の組織とし、学識経験者、精神科医、臨床心理士、その他必要

な専門知識を有する者で構成される。委員の委嘱は教育委員会が行い、こちらの任期も

２年以内としている。 

また庶務の担当も、第９条において教育委員会事務局とした。 

（担当課２：猪股） 

朝霞市いじめ問題調査委員会条例（案）について説明する。こども未来課が事務局と

なる予定のいじめ問題調査委員会については、いじめ問題専門委員会が行なった重大事

態に対する調査結果の報告を受けた市長が、当該報告に係る重大事態への対処又は当該

重大事態と同種の事態の発生防止のため、必要があると認めたとき、再調査を行なう付

属機関として、いじめ防止対策推進法第３０条第２項の規定に基づき、設置するもので

ある。 

概要としては、第１条により、設置、組織及び運営等、朝霞市いじめ問題調査委員会

に関する事項を定めることを目的としている。 

第２条により、いじめ防止対策推進法第３０条第２項を設置根拠としている。 

なお、第３条により、いじめ問題調査委員会は、市長の要請に応じ、いじめ防止対策

推進法第２８条第１項の規定による調査結果に対して調査を行い、その結果を市長に報

告することとしている。 

第４条により、いじめ問題調査委員会は委員３人以内で組織することとしている。委

員構成は、学識経験者及び市長が必要と認める者のうちから、市長が委嘱することとし

ている。内訳として、学識経験を有する者については、朝霞市いじめ問題専門委員会の

委員との重複を避けるため、また、重大事態の内容に柔軟にできるよう、弁護士や精神

科医、心理や福祉の専門家等を想定している。市長が必要と認める者については、重大

事態に関わる児童等の保護者から委員候補者として依頼があった方などを想定してい

る。 

任期については、市長が再調査の必要があったときに設置する機関とすることから、

市長が委員を委嘱した日から調査結果を市長に報告する日までとしている。 

庶務については、福祉部こども未来課で処理することとしている。 

 

【意見等】 

（佐藤市民環境部長） 

いじめ問題対策連絡協議会条例の第４条の委員構成について、条例案と概要が一致し

ていないので修正願いたい。また、各号の人数について、表記する必要はないか。 

いじめ問題専門委員会条例についても、第４条の委員構成が条例案と概要が一致して

いない。構成員の内訳についても伺いたい。 

（担当課１：金子） 

いじめ問題対策連絡協議会の委員構成については、副市長の他、市長部局においては

総務部から人権庶務課長、福祉部からこども未来課長、健康づくり部から健康づくり課

長にお願いしたいと考えている。外部機関については、朝霞警察署、所沢児童相談所、

小・中学校校長会、教頭会、人権擁護委員会、保護者代表として朝霞市ＰＴＡ連合会を
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考えている。その他として、教育委員会より学校教育部長、生涯学習部長、教育総務課

長、教育管理課長、生涯学習・スポーツ課長、教育指導課長を考えている。表記につい

ては、２０人以内としているが、合計すると１７人となるので、整合性を図る必要があ

り、ご指摘のとおり修正する必要があるかと考える。 

いじめ問題専門委員会については、第４条で掲げる者の他、弁護士の方を入れる必要

があると考えている。第１号から第４号までで４職種の方に声掛けをすることとなるが、

学識経験者として、教育心理の専門家などから２名をお願いすることも考えているので

２人との表記に修正したいと思う。 

（担当課２：猪股） 

調査委員会について、構成を３人以内とした理由であるが、この調査委員会は再調査

機関としているので、いじめ問題専門員会での調査結果を受けたものに対し再度調査す

るとの意味で、５人は必要ないと考えた。 

構成員の内訳として、学識経験者としては、弁護士、精神科医、心理や福祉の専門家

などを、市長が必要と認める者としては、例えば保護者より要望があった者を推薦でき

るようにしている。事案によって異なると考えているので、柔軟に対応できるようにし

ていきたいと考えている。 

（島村生涯学習部長） 

調査委員会条例について、構成員を３人としているが、他の市町村においてはほとん

どが５人としており、なおかつ構成の内訳がはっきりと記載されている。例えば深谷市

では、弁護士、精神保健医師、学識経験者、心理、福祉の専門家、警察官と記載がある。 

説明では、専門委員会で５人としているので、調査委員会では３人としたとのことで

あったが、一度調査をした案件に対して再度調査をかける別組織であることから、本当

に３人でよいのかどうか考える必要があるのではないか。そして、構成について明記し

た方が分かりやすいと思うのだが。 

（担当課２：猪股） 

他市の条例について確認したところ、専門委員会と調査委員会が同数のところもあれ

ば差異のあるところもあり、検討の結果３人としたところである。構成については、外

部から見て分かりやすいように再度検討したい。 

（小林総務部長） 

調査委員会が専門委員会での調査結果を再度調査する機関である性質からして、調査

委員会と専門委員会の委員の職種が同じでは、専門委員会は調査結果に疑いをかけられ

るような感覚ではないか。 

（三田福祉部長） 

専門委員会での調査結果について、問題となった部分のみを再調査する機関であるの

で、その意味では人数が絞られてもよいのではと考えている。問題となった点に対する

専門分野から委員を選びたいと考えており、初めから専門分野を指定したくないとの考

えであり、あえて学識経験者としている。 

また、対象となった児童の保護者が不服申立てをした際に立ち上げる機関であり、保

護者の想いを受け止めることができるよう、どの分野からも選任できるようあえてのこ
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の表記としている。 

なお、再調査で同じ分野の専門家へ依頼した際、受けてもらえるとは限らない点も踏

まえて、ある程度人数を絞り込む必要があるのではないかと考えている。 

（柳原都市建設部長） 

  対策連絡協議会についてであるが、法務局を入れる考えがあるか。 

（担当課１：金子） 

市長部局、教育委員会以外からの委員構成としては、朝霞警察署、所沢児童相談所、

人権擁護委員から選出したいと考えているので、現在のところ法務局を入れることは考

えていない。 

（柳原都市建設部長） 

もともといじめ防止対策推進法の第１４条第１項の規定に基づいて設置ができるとの

できる規定であるので、構成員についても限定列挙されている中から選択することがで

きるものと解釈してよろしいか。 

（担当課１：金子） 

  その解釈で結構である。 

（細沼会計管理者） 

対策連絡協議会設置までのスケジュールについて伺いたい。また、第９条について、

教育委員会の前に朝霞市との文言あるが、それは削除してもよいのではないか。 

（担当課１：金子） 

  文言については、そのとおり修正したい。 

  スケジュールについてであるが、いじめ防止基本方針の策定を義務づけられているの

は国と学校であり、地方公共団体については努力義務とされており、法定手続きについ

ても法律上の規定がなく、厚生労働省の説明においても各自治体において決定し最終判

断することとの説明である。 

 （薮塚健康づくり部長） 

  委員の任期について、専門委員会条例では委員が欠けた場合の残任期間とするとして

いるが、調査委員会条例については定めがなくてよいか。 

  また、過半数の出席で会議を開くことができるとしているが、委員を２人指名した場

合、１人でも開くことができるのか伺いたい。 

 （担当課２：猪股） 

  委員が欠けた場合について、改めて委員を委嘱することが可能なので、あえて規定を

設けなかった。 

  また、会議の開催については全員出席が望ましいと考えている。 

（三田福祉部長） 

  再調査機関であるので、常置ではなく、再調査が終わるまでが任期となる。 

  会議開催についても、再調査であり速やかに調査を進めるという視点に立っており、

決を採ることを目的とはしていない。このことから、過半数の出席があれば、調査を進

め、報告を受けることができるとしている。 

  なお、３人の過半数とは、２人ではなく３人である。 
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（佐藤市民環境部長） 

  では、第７条の第２項、第３項の過半数については、全員出席などとしなくてよいか。 

（小林総務部長） 

  趣旨からして、３人に絞っていることからも、全員出席が望ましいと言えるのではな

いか。 

（佐藤市民環境部長） 

  この条例の真意からすると、同じく７条第３項、意見が割れたときに委員長の決する

ところによると規定するのもどうだろうか。 

（田中副市長） 

  その他、意見はあるか。 

（細沼会計管理者） 

  対策連絡協議会の構成で、委員に副市長が入っている理由と、副市長を会長に充てる

としている理由を伺いたい。 

（田中副市長） 

  また、このいじめ問題については、対象が市内小･中学校の児童・生徒に絞られている

が、いじめ防止対策推進法に則っているのだとしても、条例では、市の独自の考えで幅

を持たせることもできることから、市の姿勢として、なぜ市内小･中学校の児童・生徒に

限るのかという理由を明確にしてほしい。 

  一方、調査委員会は、再調査を行う言わば第三者委員会であり、対策連絡協議会、専

門委員会とは切り離した独自調査を行う機関であると位置づけられるのだから、どこの

諮問委員会なのか、市の附属機関なのか、それとも教育委員会の附属機関なのか、よく

考えてほしい。 

（担当課１：金子） 

  対策連絡協議会と専門委員会については、教育委員会の附属機関である。 

（田中副市長） 

  それであるならば、市の特別職が執行することは好ましくないのではないか。教育委

員会が束ねるということであればしっくりくるのだが、いかがか。 

（担当課１：金子） 

  近隣市の条例で見ると、対策連絡協議会の座長を互選としているところが草加市、新

座市、伊奈市、加須市、深谷市、他県であるが横浜市、教育委員会の事務局委員が座長

となっているのが、志木市、上尾市、副市長を座長としているのが戸田市、さいたま市、

日高市、熊谷市、幸手市である。 

  考えとしては、教育委員会以外にお願いすることが望ましいのではというところであ

る。 

（田中副市長） 

  教育委員会の附属機関なら、教育部局で束ねないと無責任だとの見方もある。教育部

局が教育のためのいじめの対策を打っている中でネットワークを作り、専門委員会で対

策を練ってもらうというのであるならば、教育が表に出てこないのはいかがか。 

（小林総務部長） 
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  いじめ防止対策推進法は、どことどのような形でもよいので協力して連携するように

との内容となっている。専門委員会は教育委員会の附属機関とするとされているが、対

策連絡協議会については規定されていない。他市でも座長が教育長であったり副市長で

あったりと、ばらつきがある状況。ただ、本市ではどのように考えるかについて、はっ

きりさせておかなければならない。 

（柳原都市建設部長） 

  対策連絡協議会については、地方公共団体は設置することができる、また、対策連絡

協議会も専門委員会も教育委員会の附属機関であるとのことだが、法律の第３０条には、

教育委員会の附属機関から市長が行政の長として報告を受け、再調査の必要があるとき

は行政側の附属機関としての調査委員会に、教育委員会から独立した立場として、行政

の目でその報告が適正であったかを調査する、との意味で独立性が保たれるとの仕組み

になっている。 

それを踏まえた上で、私の意見としては、教育委員会の附属機関を束ねるのが副市長

では、独立性の意味での危惧がある。 

（谷井学校教育部長） 

  埼玉県では、委員長を副市長で充てている。本市がどのようなスタンスで副市長を充

てるのか、という点が大事だと思っている。児童・生徒ということで、義務教育課程の

市立の小･中学校を対象としているが、私立、県立に通う子どももおり、幼稚園、保育園

に通う子どももいるという中で、市内在住の子どもたちをいじめ問題から守る方策を検

討するという意味で、座長には副市長を充てると考えていきたいとご理解いただきたい。 

（田中副市長） 

  全ての関係機関が連携しようという意図であれば、市の附属機関に位置づけたほうが

すっきりするのではないか。その上で、事務局を教育総務課、教育指導課が担当するこ

ともできるのではないか。 

  教育委員会の附属機関と位置づけるのであれば、教育委員会から諮問された事項に対

して審議することとなり、教育委員会の考え方に沿って活動することとなる。 

  全ての関係機関が連携しようという意図であれば、市長の諮問に応ずる組織として構

成すべきではないか。 

  逆に、専門委員会については、あくまで教育理念に基づいていじめ問題に取り組むと

いうことであれば教育委員会の附属機関でよいと考える。教育的観点からいじめ問題に

立ち向かう、との考え方である。 

（担当課１：金子） 

  対策連絡協議会を教育委員会の附属機関とした理由としては、基本方針の策定を所掌

事務の一つとしており、策定の経緯を考えたときに教育委員会の附属機関とするべきで

はないかとの考えで進めている。 

（三田福祉部長） 

  対策連絡協議会は、いじめ問題対策推進法の第１４条より、附属機関としては市長部

局だと捉えられる。 

  これに対し調査委員会は、第２８条等より、学校の設置者等は附属機関を設け、とあ
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るので、こちらは教育委員会の附属機関であると考えられる。 

  その調査が客観的な第三者の調査でなければならない、とのことで本市の場合には市

長部局で構成するというのが一番スムーズであると考えている。 

  また、第５条で副会長を学校教育部長とするとしているが、第４条の第５項には学校

教育部長が委員となるとは明記していない。よって、ここは訂正が必要ではないか、さ

らに、会長職については互選とすることがよいのではないかと考えている。 

（佐藤市民環境部長） 

  第４条に市長が委嘱するとあるが、そうすると教育委員会の附属機関ではないのでは

ないか。 

（三田福祉部長） 

  確かに、その点について整理されていない。 

  市内小・中学校に留めるかどうかについて、意見を伺いたい。 

（田中副市長） 

  いじめ事例が保育園、幼稚園で出たときに、この条例に適応しないと言って対応しな

いと言えるのか。原則としては市立の小･中学校を中心に、とするのであっても、子ども

相談室に市外に通学する子どもの保護者や卒業生が来ても柔軟に対応してきたのと同様

に、柔軟に対応していくとの考えは必要である。受け皿として、児童福祉法から対応す

ることもできるのであって、柔軟な対応は可能である。 

（柳原都市建設部長） 

  法律の第３１条以下には、都道府県に報告するとされているが、その仕組みを説明し

ておかなければならないのではないか。 

（田中副市長） 

  仮に都道府県が所管するとしても、市内在住の子どもに起こったことに市が関わらな

いというわけにはいかないはずである。実務上は、話を聞いたうえで一緒に県に行くと

いうような対応を取りたい。 

  その他意見はないか。 

  これらの案件については、教育指導課とこども未来課で再度調整の上で、再度２月の

政策調整会議にかけることとする。 

 

【結果】 

・担当課で調整し修正の上で、次回政策調整会議において再度審議する。 

 

 

 ４ 朝霞市公共施設等総合管理計画検討委員会条例（案）について 

 

【説明】 

（担当課：村山） 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画の策定を行うために、附

属機関として検討委員会を設置するため、地方自治法第１３８条の４第３項の規定によ
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りこの条例案を提案するもの。 

まず、公共施設等総合管理計画について説明する。公共施設等の老朽化対策が大きな

課題となるであろうことは市としても認識をしており、平成２３年度スタートの第４次

行政改革大綱において、ファシリティマネジメントの導入を重点改革項目として位置づ

け、所管ごとにばらばらであった建物に関するデータの集約化と分析を行い、昨年１０

月に公共施設白書としてまとめたところである。国においても、以前から課題認識はあ

ったようだが、具体的な動きとしては、平成２４年１２月に起きた笹子トンネルの事故

後においてである。 

過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える一方、地方公共団体

の財政状況は依然厳しい状況にあること。また、人口減少等により今後の公共施設等の

利用状況が変化していくことがこの取組の背景としてある。 

国では、この取組の中で、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもって、更新、

統廃合、長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減、平準化するととも

に、公共施設等の最適な配置を実現するため、イメージ図にあるインフラ長寿命化基本

計画を平成２５年１１月に策定し、平成２６年４月に公共施設等総合管理計画の策定を

地方公共団体に要請した。 

管理計画の内容としては、地方公共団体が所有するインフラを含めた全ての公共施設

を対象に、公共施設等の現況及び将来の見通として、財政状況や人口動態などを記述す

るほか、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針として、統合、更

新、長寿化に関する基本的な考え方や総量に関する数値目標などについて、市町村の実

情に応じて定めるもの。 

今回の計画は、施設管理に関する基本的な考え方や総量に関する数値目標を内容とす

るので、個別の施設について、廃止や統合を検討するものではない。 

条例の内容としては、主な所掌事務は、公共施設等総合管理計画の策定に関すること

である。 

組織及び構成委員は、委員は１０名以内で、市の議会の議員２名、知識経験を有する

者３名、市が関係する団体の代表者２名、公募による市民又は公募委員候補者名簿に登

載された市民３名、内訳としては立候補１名、名簿登載２名を予定している。 

委員の任期については、委嘱の日を５月頃予定し、その日から計画を策定する日まで

としており、施行年月日は平成２７年４月１日からと考えている。 

策定方法としては、関係部署の課長で構成されている庁内検討委員会でたたき台を作

成し、それを附属機関の検討委員会に順次示し、意見を伺いながら、また、委員会とし

ての意見がある程度まとまった段階で、市民への出前講座や市民説明会での意見、パブ

リックコメントを行いたいと考えているが、そこでの意見などを踏まえながら、 平成 

２８年１月を目途に、委員会としての提言をいただきたいと考えている。その後、政策

調整会議や庁議などの手続きを踏み、平成２８年３月までに、市として計画の策定を行

う予定である。 

【意見等】 

（島村生涯学習部長） 



11 

委員の構成であるが、管理計画の知識経験者が３名とあるがどのような方にお願いす

るのか、さらに、市が関係する団体の代表者とあるがどのような団体かを伺いたい。 

（担当課：宇野） 

現在のところ、知識経験者としては公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会

の池田専務理事に、もう１名については池田専務理事の推薦、もう１名は東洋大学ライ

フデザイン学部の教授にお願いする予定である。 

市が関係する団体としては、自治会連合会より１名、朝霞市文化スポーツ振興公社よ

り１名を予定している。 

（三田福祉部長） 

個別施設の統廃合を決めるものではないとのことだが、具体的にはどのような内容で

あるか。例えば、保育園の数を決めたりはするのか。 

（担当課：村山） 

 施設の数を決めるかどうかは今後の審議によるが、総床面積をどの程度にするのかに

ついてモデル計画に記載があり、これは最低限必要だと考えている。 

昨年１０月に発行した朝霞市公共施設白書の中では、長寿命化で２０年延ばすことや、

財源が不足している場合は総床面積を１０％、２０％減らすとどうなるか、施設の更新

や大規模修繕にどのくらいの財源を充てられるかをシミュレーションして掲げている

が、その辺りとの兼ね合いを見ながら決めていくこととなる。 

（内田監査委員事務局長） 

財政負担の軽減という視点で、統廃合は当然考えられることであるが、総床面積とい

うアバウトな定めで市民の方などの理解を得られるのか。また、統廃合の方向性を示し

たときに、施設を所管する課との調整はどのように行うのか。 

（担当課：村山） 

総合管理計画については平成２７年度中に、その後、個別の施設計画を策定していく

こととなるが、その計画の中で各施設についての統廃合等の必要性について検討してい

く。 

修繕の優先順位等については全庁で検討していく必要があると考えるが、所管課とも

引き続き調整を図っていく。 

（島村生涯学習部長） 

  ファシリティマネジメントとの係わりについて、具体的に伺いたい。 

（担当課：村山） 

基本的には同じものである。ファシリティマネジメントの中で修繕計画を作るとして

いるが、これは平成２８年度に策定する個別の施設計画と同様のものである。つまり、

総合管理計画を進めることが、ファシリティマネジメントだと言える。 

（田中副市長） 

来年度に策定する計画では、効率的な維持管理や、経済性を考慮した修繕計画の必要

性、不必要な施設についての解体売却など、方針を立てることが主な内容となる。将来

的に総床面積を減少させるのであれば、施設の統廃合や集約が考えられるが、そのよう

な方向性が示され、個別の施設の具体的な内容については、その後策定していくとのこ
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とである。 

他に意見等がなければ、修正を加えて庁議にかけることとする。 

【結果】 

・一部修正の上、庁議に諮ることとする。 

 

 

５ 朝霞市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（案）について 

 

【説明】 

（担当課：堤田） 

   本条例については、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律、いわゆる第３次一括法の施行に伴い、介護保険法の

一部が改正され、これまで、厚生労働省令で定められていた指定介護予防支援の基準

等について、厚生労働省令に従い又は、省令を参酌し、市町村の条例で定めることと

されたことに伴い、新規条例として制定するものである。 

   条例の制定に当たり、従うべき基準とされている項目については、全て省令に準じ

た基準を定めている。 

   その他については、参酌すべき基準とされている。その中で、本市独自案として、

新規条例の第３１条の記録の整備について、厚生労働省令では、記録の保存年限をそ

の完結の日から２年間とされているが、過払い等に対する介護報酬の請求に関する消

滅時効が５年間であることから、記録の保存年限をその完結の日から５年間と定めて

いる。 

   その他については、全て省令に準じて定めている。 

 

【意見等】 

（島村生涯学習部長） 

第３３条については第２８号まであるが、厚労省の省令では第２６号までとなってい

る。また、第２８号の文末について、しなくてはならない、ではなく、努めるに留める

ことでよいか。 

（担当課：堤田） 

第３３条の第２７号、第２８号については、昨年１２月に省令の改正があり、追加さ

れたものであり、そのまま参酌し定めている。 

（佐藤市民環境部長） 

第３１条の記録の整備について、省令では２年間であるところを本市では５年間とし

ているが、介護報酬の請求があった場合、５年間は支払いをしなければならないという

ことか。 

（担当課：堤田） 

  市が保険者として請求できるのが５年間、との意味である。 
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（佐藤市民環境部長） 

それでは、請求のために記録が必要となるので５年間としたのか。 

（担当課：堤田） 

国の省令では２年間が時効となっているが、介護報酬として請求するのではなく、地

方自治法を根拠に市町村が請求するのであれば時効は５年間であるので、今回、記録の

保存年限を５年間とした。 

過払いについては地方自治法を根拠に５年間、その他の報酬については介護保険法上

の２年間が時効となる。各自治体において条例に落とす場合に、各自治体の過半数は２

年間を５年間としている。 

（佐藤市民環境部長） 

介護報酬については、地方自治法が適用されるのか。 

（担当課：堤田） 

  地方自治法が適用される。 

（田中副市長） 

  参酌基準が明確であるので、それに則り、また、修正が必要な部分は修正のうえで庁

議に諮ること。 

（担当課：堤田） 

  最新の１月１３日号の省令の改正に合わせ、庁議では修正した案を提出する。 

 

【結果】 

・一部修正の上、庁議に諮ることとする。 

 

 

６ 朝霞市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する基準を定める条

例（案）について 

 

【説明】 

（担当課：堤田） 

  本条例については、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律、第３次一括法の施行に伴い、介護保険法の一部が改正さ

れ、これまで厚生労働省令で定められていた地域包括支援センターの人員及び運営に関

する基準について、厚生労働省令に従い又は省令を参酌し市町村の条例で定めることと

されたことに伴い、新規条例として制定するもの。 

条例の制定に当たり、職員の基準及び当該職員の員数については従うべき基準として

おり、その他については参酌すべき基準とされている。 

厚生労働省令には、１の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険

者の数が６，０００人を超える場合の職員の配置規準がないため、朝霞市の独自基準と

して、条例第４条第３項として、６，０００人を超える場合には、２，０００人ごとに、

第４条第１項各号に定める職員のうち１名を増加する旨の規定を設けている。 
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【意見等】 

（小林総務部長） 

独自基準について、本市単独での定めなのか。省令では第１号被保険者６，０００人

以上の基準がないにも関わらず、本市にはあるというのはどのような状況であるのか。 

（担当課：堤田） 

  省令上は１の地域包括支援センターについては３，０００人から６，０００人が基準

とされており、その部分については職員の配置基準を各号に掲げる者として３人との規

定があるが、６，０００人を超える場合については定めがなく、その場合には３職種の

定められた基準を参考に適切な職員を配置する、とのＱ＆Ａは示されている。 

  市内で６，０００人を超える可能性のある地域包括支援センターは、内間木苑の圏域

であるが、間もなく６，０００人を超えるだろうと考えられるので、その基準を加えて

いる。 

  他市については、２，０００人に１人としているところもあり、恐らく６，０００人

で３人であるので、割合としてそのように定めたのであろうと考えられる。 

（田中水道部長） 

６，０００人を超える定めがないということは、地域包括支援センターが本市に不足

しているとは考えられないか。 

（担当課：堤田） 

  地域包括支援センターの設置については、人口２０，０００人から３０，０００人に

対し１ヵ所が厚労省の基準であるが、第１号被保険者に対してはこの６，０００人未満

の基準しかない。 

  本市は高齢化率が低いのだが、内間木は圏域も広く設定しており、今後基準を超える

とみられるため、６，０００人以上の基準を設定しておく必要があると考えている。 

（小林総務部長） 

従うべき基準の中のひとつが独自基準となっていること自体、問題がないのかどうか

伺いたい。 

（薮塚健康づくり部長） 

  ６，０００人を超える可能性があるのが内間木苑の圏域であるが、この圏域を分割し

市内の圏域を増やす方法もひとつはある。本来はそれが望ましいとも考えられるが、ま

もなく６，０００人を超える可能性があるので、まずは条例上手当てをしておかなけれ

ばならない。 

（田中副市長） 

条例上盛り込むことに異論はないが、将来的に地域包括支援センターを適正配置しな

ければならない時期が必ず来るということは見込んでおかなければならない。 

（担当課：堤田） 

  現在策定中の、平成２７年度から平成２９年度の計画、第６期高齢者支援計画におい

ては、期間中に区割りもしくは圏域の見直しを行うこととしている。 

（佐藤市民環境部長） 
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  第４条の職員について、それぞれの職種から１人づつとあるが、４人以上を配置して

いるところについてはどうなるのか。 

（担当課：堤田） 

省令で定める３職種に加え、本市ではケアマネージャーと事務職員として１人配置し

ている。 

（田中副市長） 

  その他なければ、原案のとおり庁議に諮ることとする。 

 

【結果】 

・原案のとおり、庁議に諮ることとする。 

 

 

 ７ 朝霞市景観条例（案）について 

 

【説明】 

（担当課：中村） 

朝霞市景観条例について、概要の説明の前に、景観条例に記載されている景観計画

及び景観行政団体とは何かについて説明する。 

景観計画とは、景観計画の適用を受ける景観区域や景観区域における景観形成に関

する方針、良好な景観形成のための行為の制限に関する事項、景観重要建造物または

景観重要樹木の指定の方針などを定めたもの。 

一方、景観条例は良好な景観の形成のため、景観計画に定められている方針や制限

等を実行するために必要な事項である、具体的な届出行為や届出の適用除外項目、変

更命令の対象となる行為、勧告、命令の手続き、景観審議会の設置などについて定め

たものである。 

また、景観行政団体とは、景観法に基づき良好な景観形成のための具体的な施策を

実施していく自治体をいい、都道府県、政令指定都市、中核市は、自動的に景観行政

団体となる。その他の市町村は都道府県との協議を経て、景観行政団体となる。 

景観条例と一体的運用となる朝霞市の景観計画の概要についてだが、本市の景観計

画では、朝霞市の自然、歴史文化、風土や風景などを守るとともに、良好な景観をつ

くり、地域の財産を育んでいくことで、市民の方が今後も住み続けたい、訪れたいと

感じるまちづくりを進めるため、策定するもの。 

景観づくりを通して、まちづくりを進めるに当たっては、基本理念、景観づくりか

ら始める 選ばれるまち 朝霞と設定した。 

また、基本理念を具体的に実現するため、関連計画から抽出したキーワードをもと

に、４つの基本方針を設定している。 

景観づくり施策の展開であるが、良好な景観づくりを推進していくため、建築物の

建築行為にあっては、周辺の景観に配慮することが求められる。本計画では、市内を

３つの景観ゾーンに区分し、各ゾーンにおける一定規模の行為を届出対象行為として
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位置づけ、届出制度を活用し、周辺の景観に配慮した景観づくりを誘導している。 

具体的には、市内を、水と緑を活かすゾーン、安全で快適な住まいゾーン、商業に

ぎわいゾーンに分け、それぞれのゾーンごとに建築等の際に届出をしてもらい、良好

な景観づくりを誘導するものである。 

また、色彩においてもゾーンごとに色彩基準を設け、誘導を図っていきたいと考え

ている。 

続いて朝霞市景観条例について、まず、条例制定の動機としては、景観まちづくり

に対する重要性や制度を整備する必要性が高くなっていることから、第４次朝霞市総

合振興計画後期基本計画に朝霞らしい景観づくりのため、平成２７年度末までに景観

行政団体へ移行すると基本方針に位置づけられている。 

景観行政団体へ移行後は、独自の景観計画を策定し景観行政を行うため、景観計画

に実効性を持たせる条例を制定するものである。 

景観条例は、本市の自然、歴史、文化、生活と調和した、良好な景観の形成を図る

ことで、市民の誇りと愛着を育て、住みたい、訪れたいと感じられるまちの実現に寄

与することを目的としている。 

条例の概要であるが、景観計画に位置づける建築等の行為に対する届出、届出に係

る勧告・罰則、景観重要建造物及び樹木、景観審議会、市民などとの協働による景観

の形成等について規定している。 

また、市民との協働による景観の形成は、景観法で必ず位置づけるものではなく、

本市独自の施策として景観づくり団体、景観づくり協定、あさか景観資源、景観づく

り市民サポーター、表彰、景観アドバイザー等を行うことを盛り込んでおり、決め細

やかな条例となっている。 

今後のスケジュールについて、条例案を３月議会に上程後、朝霞市が景観行政団体

になるために必要な手続きとして４月１日に告示を行い、３０日後の５月１日に景観

行政団体へ移行となる。 

その後、５月上旬に第１０回景観計画策定委員会を開催し、景観計画の素案を審議

し、パブリックコメントを予定している。 

８月に、都市計画審議会の意見聴取及び第１１回景観計画策定委員会を開き１０月

１日に景観計画の告示を行い、半年間の周知期間を経て平成２８年４月１日に景観計

画の施行を予定している。 

 

【意見等】 

（内田監査委員事務局長） 

第３条に市が先導的な役割を果たすとあるがどのような意味か、イメージを詳しく

説明してほしい。 

（担当課：中村） 

   景観計画についての財源としては、みどり公園課の所管する朝霞市みどりの基金の

条例を一部改正し、景観づくりに関することについても使えるような内容としたいと

考えている。 
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   基金の原資として、一般財団法人民間都市開発推進機構からの補助を受け、第２６

条に位置づけている景観づくり団体などの活動支援などを行っていきたいと考えてい

る。 

（内田監査委員事務局長） 

平成２８年４月１日に景観計画が施行されるとのことで、告示が１０月で半年間の

周知を行うとのことであるが、まちの発展の中には開発等も必要で、その点では民間

に対してある程度の制約となってくると思われる。その意味では、市民や事業者に対

しての丁寧な周知が必要である。現時点での考えがあれば伺いたい。 

また、第２１条の景観重要樹木については、市で指定するのか。保護樹木と保護地

区に対しての助成があるが、そちらとの調整はどのように行うのか。 

（担当課：中村） 

   周知については、１０月の告示の後、住民説明会を開催したいと考えている。また、

窓口、広報、ホームページはもとより、事業主に対しても、不動産業界などの関係団

体に対し広く周知していく。 

（担当課：塩野） 

   景観重要樹木については、みどりの基本計画、文化財課との連携を取りながら進め

て行きたい。 

（都市建設部長） 

   保護樹木については市で指定し、管理費用として若干の助成をしているところであ

る。景観重要樹木は、この保護樹木のうち特に市の景観上重要なものを指定すること

で、さらに保全の枠組みを被せるようなイメージである。したがって、保護樹木の中

から選ばれる可能性が高いと想定している。 

（田中副市長） 

   その他なければ、原案のとおり庁議に諮ることとする。 

 

【結果】 

・原案のとおり、庁議に諮ることとする。 

 

【閉会】 

 


